
令和６年１２月２６日 

都道府県病院協会会長 各位 

東京都病院協会 

会長 猪口正孝 

都道府県病院協会連絡協議会発足と参加に関する趣意書 

 各都道府県病院協会をはじめ都道府県レベルのすべての病院協会におかれま

しては、最近の医療情勢下において多大な苦労を強いられながらの運営状況と

お察し申し上げます。 

さて、コロナ禍後の病院経営は全国的にかなり厳しい状態になっていると 3

病院団体（日病、全日病、医法協）経営定期調査や WAM の調査で明らかになっ

ています。原因については、そもそもの診療報酬の低さ、令和 6年度診療報酬

改定の影響、医師・看護師不足と紹介料の高騰、コロナ後の患者受療行動の変

化、コロナ時における運転資金借り入れの返済開始など様々ですが、病院のダ

メージの度合いは都道府県ごとに程度の差があり、原因に関しても人口減少の

濃淡、少子高齢化の進行度合いなど地域によって異なっているのが実情です。

インフレ時代に突入し始めている現状において、自由に価格設定ができない医

療にあっては、こうした状況下では地域ごとのきめの細かい医療政策こそが地

域医療を守るうえで特に重要となってきています。 

国の医療政策は全国一律であり、それぞれの都道府県行政が独自の対策を取

ることが望ましいにもかかわらず現実は程遠い状況にあります。一方で4病協

をはじめとした全国規模の病院団体は地域ごと個別の要望を示すことは困難で

あり、日本医師会においても同様です。そこで我々都道府県病院協会が各地域

での医療情勢や病院経営の実情等の情報共有や意見交換を通じて、各都道府県

への提案・要望に取り組むとともに、関係団体が連携しながら医療制度や医療

財政上の根本的な解決に繋げる議論をし、国等にも提案する連絡協議会が必要

であると考えます。 

以上の理由により都道府県病院協会連絡協議会を発足させたいと考えます。 

ご参加の意思について、下記入会申し込みフォームより令和７年１月９日

（木）までにご回答お願いいたします。第１回協議会を令和７年２月中に開催

いたしたく考えております。ご参加をよろしくお願いいたします。 

神病理２４０７０５



発起人 一般社団法人東京都病院協会会長   猪口 正孝 

NPO 法人北海道病院協会理事長 中村 博彦 

一般社団法人群馬県病院協会会長 西松 輝高 

埼玉県病院団体協議会議長 西村 直久 

公益社団法人神奈川県病院協会会長 吉田 勝明 

石川県病院協会会長  石野 洋 

一般社団法人京都私立病院協会会長  清水鴻一郎 

一般社団法人大阪府病院協会会長 木野 昌也 

一般社団法人大阪府私立病院協会会長    加納 繁照 

一般社団法人兵庫県病院協会会長 大村 武久 

一般社団法人兵庫県民間病院協会会長  西  昂 

一般社団法人広島県病院協会会長 檜谷 義美 

一般社団法人福岡県私設病院協会会長  中尾 一久 

佐賀県病院協会会長 織田 正道 

長崎県病院連絡協議会代表世話人 井上健一郎 

連絡先：一般社団法人 東京都病院協会事務局 

事務局長 米山澄夫 

電話 03-5217-0896 FAX03-5217-0898 

  Email: thaoffice@tha.or.jp

【都道府県病院協会連絡協議会入会申し込み】フォームはこちら 

https://forms.gle/1ZE7ubEgf64wd2DA6 

mailto:thaoffice@tha.or.jp
https://forms.gle/1ZE7ubEgf64wd2DA6


2024年 12月 25日 

一般社団法人東京都病院協会 

  会長 猪口 正孝 様 

公益社団法人神奈川県病院協会 

会長 吉 田 勝 明 

（ 公 印 省 略 ） 

「都道府県病院協会連絡協議会発足と参加に関する趣意書」 

について（回答） 

2024年 12月 20日付けで依頼のありましたこのことについて、その趣旨及び

発起人となることに賛同します。 

なお、趣意書の記載等に当たっては、以下の点についてご配慮いただき、その趣

旨を踏まえていただきますようお願いします。 

１ 各地域での医療情勢や病院経営の実情等の情報共有や意見交換を通じて、

各都道府県への提案・要望に取り組むとともに、関係団体が連携しながら医療

制度や医療財政上の根本的な解決に繋げる議論をし、国等にも提案する連絡

協議会とすること。 

２ 効果的かつ実質的な制度改善に資する客観的なデータ等の収集・蓄積等に

取り組むこと。 

連絡先 事務局 杉山 

電話 045-242-7221 

ファクシミリ 045-231-1794

E-mail:sugiyama@k-ha.or.jp
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都道府県病院協会連絡協議会運営方針（案） 

第１章 総  則 

（名称） 

第１条 都道府県病院協会連絡協議会（以下、「協議会」という。）と称する。 

（事務所） 

第２条 本協議会は、主たる事務所を本部と称し、東京都千代田区に置く。 

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 本協議会は、都道府県病院協会がそれぞれ抱える課題や情報を共有し、各協会の

活動に資することと、実情に合った医療政策や診療報酬改正が実施されるよう都道府県知

事や厚生労働省大臣などに提案、要望を行うことを目的とする。 

（事業） 

第４条 本協議会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）総会を年１回以上 Webで開催する

（２）その他本協議会の目的を達成するために必要な事業

第３章 会  員 

（種別） 

第５条 本協議会の会員は、都道府県病院協会、都道府県民間病院協会等の県単位組織を

もって運営されている本協議会の目的趣旨に賛同して入会した団体を正会員とする。  

（入会） 

第６条 正会員として入会しようとする者は、別に定める入会申込書により、議長に申し

込まなければならない。 

２ 入会の可否を決定し、議長が本人に通知するものとする。 

（任意退会） 

第７条 正会員は、別に定める退会届を議長に提出することにより、任意にいつでも退会

することができる。 
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（除名） 

第８条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、総会の決議によって当該会員を 

除名することができる。 

（１）この方針その他の規則に違反したとき。

（２）本協議会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

（３）その他除名すべき正当な事由があるとき。

（経費の負担） 

第９条 正会員は、総会において別に定める会費及び負担金を納入しなければならない。

ただし、当面は東京都病院協会がこれを負担するものとする。 

第４章 総  会 

 （構成） 

第 10条 総会は、正会員をもって構成する。 

（権限） 

第 11条 総会は、次の事項について決議する。 

（１）議長の選任

（２）議長の解任

（３）会員の除名

（４）都道府県知事及び厚生労働省大臣等への提言又は要望

（５）その他総会で決議するものとして法令等に定められた事項

（開催） 

第 12条 総会は、毎事業年度に１回開催するほか、必要がある場合に開催する。 

（招集） 

第 13条 総会は、議長が招集する。 

２ 正会員は、議長に対し、総会の目的である事項及び招集の理由を示して、総会の招集

を請求することができる。 

（招集通知） 

第 14条 議長は、総会の日の２週間前までに、正会員に対して、会議の目的である事項、 

日時及び場所その他を記載した書面又は電磁的方法により、その通知を発しなければなら

ない。 

２ 総会に出席できない正会員があらかじめ通知された事項について書面又は電磁的方法 

で議決権を行使することができることとするときは、その前項の通知には、次の書類を添

付しなければならない。 

（１）総会参考書類

（２）議決権行使書面
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（議長） 

第 15条 総会の議長は、議長が行う。 

（議決権） 

第 16条 総会における議決権は、正会員１名につき１個とする。 

（決議） 

第 17条 総会の決議は、総正会員の議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席した当 

該正会員の議決権の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であって、総正会員の議 

決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

（１）議長の解任

（２）会員の除名

（３）解散

（４）その他法令で定められた事項

（書面による議決権行使） 

第 18 条 総会に出席できない正会員が書面で議決権を行使することができることを定め

たときは、総会に出席できない正会員は、第 14条第 2項に規定する議決権行使書面をもっ

て議決権を行使することができる。この場合においては、当該議決権の数を第 16条の議決

権の数に算入する。 

（議決権の代理行使） 

第 19 条 総会に出席できない正会員は、予め通知された事項について委任状その他の代 

理権を証明する書面を会長に提出して、代理人にその議決権を代理行使させることがで 

きる。 

（決議の省略） 

第 20条 正会員が総会の目的である事項につき提案した場合において、正会員の全員が提

案された議案につき書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたときは、その議案を

可決する総会の決議があったものとみなす。 

（議事録） 

第 21条 総会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 議事録には、議長及び当該総会において選任された議事録署名人２名が前項の議事録 

に記名押印する。 

（議長の任期） 

第 22条 議長の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定 

時総会の終結の時までとする。 
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（事務局） 

第 23条 本協議会の事務を処理するため、主たる事務所に事務局を設置する。当面は東京

都病院協会に置く。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長及び職員は議長が任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、議長が別に定める。 

附 則 

１．この運営方針は、令和 7年 月 日をもって適用する。 
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